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◆
実
際
に
、
十
八
年
度
か
ら
実
施
・

導
入
を
計
画
し
て
い
る
の
は
…

¡

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の
情
報
公
開

¡

文
書
等
情
報
の
公
開

¡

住
民
と
の
協
働
基
本
方
針
の
策

定

¡

審
議
会
等
へ
の
女
性
枠
の
設
置

方
針
策
定

¡

各
種
委
員
の
公
募
制
の
導
入
方

針
策
定

¡

住
民
と
の
共
同
学
習
会
の
機
会

導
入

¡

住
民
と
の
協
働
基
本
方
針
に
基

づ
く
住
民
活
動
拠
点
・
支
援
体

制
の
整
備

¡

伯
耆
ま
ち
づ
く
り
組
織
の
設
置

¡

協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
研
修

会
開
催

¡

Ｈ
Ｐ
「
町
民
自
作
ペ
ー
ジ
」
の

ス
ペ
ー
ス
開
放

¡

指
定
管
理
者
制
度
の
導
入

¡

町
税
納
期
前
納
付
報
奨
金
の
廃

止

¡

職
員
駐
車
場
の
有
料
化

¡

滞
納
、
未
納
の
税
、
各
種
料
金

の
徴
収
計
画
の
作
成

¡

徴
収
強
化
対
策
連
絡
調
整
会
議

の
設
置

¡

物
品
等
の
購
入
に
お
け
る
複
数

業
者
の
見
積
徴
収
の
徹
底

¡

第
三
セ
ク
タ
ー
等
出
資
法
人
の

統
合

¡

出
資
法
人
等
の
運
営
方
法
の
見

直
し

¡

土
地
開
発
公
社
の
土
地
活
用
計

画
の
策
定

¡
行
政
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
整
理

（
不
要
な
上
位
回
線
、
セ
ン
タ
ー

設
備
）

¡

管
内
特
別
郵
便
料
金
の
効
果
的

活
用

¡

決
裁
規
程
の
見
直
し

¡

公
共
料
金
支
払
い
事
務
の
簡
素

化
（
電
気
、
電
話
、
水
道
等
）

¡

給
与
制
度
の
見
直
し

¡

時
間
外
勤
務
手
当
の
抑
制

¡

政
策
企
画
会
議
の
設
置

¡

重
点
課
題
解
決
の
た
め
の
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
の
設
置
基
準

の
制
定

¡

ス
タ
ッ
フ
制
の
あ
り
方
の
検
討
、

導
入

¡

人
事
制
度
の
見
直
し
（
能
力
評

価
の
導
入
、
必
要
職
種
調
査
、

職
員
採
用
形
態
の
検
討
、
任
期

付
採
用
職
員
制
度
の
導
入
）

¡

職
員
研
修
の
強
化
（
職
場
研
修

支
援
チ
ー
ム
の
設
置
、
専
任
コ

ー
チ
制
度
導
入
、
庁
内
講
師
養

成
、
職
場
研
修
マ
ニ
ュ
ア
ル
作

成
）

¡

行
政
改
革
、
地
方
分
権
に
対
応

で
き
る
組
織
、
機
構
の
改
革

¡

出
先
機
関
の
あ
り
方
の
見
直
し

（
給
食
セ
ン
タ
ー
の
統
合
）

そ
の
他
は
、
平
成
十
九
年
、
二

十
年
、
二
十
一
年
に
向
け
て
、
方

針
等
検
討
、
事
前
準
備
、
一
部
実

施
導
入
等
を
経
て
、
実
施
導
入
さ

れ
る
予
定
で
す
。

【
問
合
わ
せ
先
】

総
務
課
行
政
改
革
推
進
室
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二
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q積極的な情報の提供と公開…住民との情報の共有化を推進。個人情報保護徹底。

w住民参加の推進…住民参加の懇談会や説明会開催等、住民参加を促進。

e住民活動の促進・支援…住民活動の拠点整備や組織化支援など。

r住民活動との役割分担…住民、NPO、ボランティア、団体、民間企業等との連携強化。

t職員の地域活動への参加…職員の意識醸成推進。

お　も　な　推　進　項　目行　革　課　題

1．住民との協働の

推進

2．多様で質の高い

サービスの提供

3．効果的かつ効率

的な事務事業の

実施

4．健全な財政基盤

の確立

5．行政ニーズに迅

速かつ的確な対

応を可能とする

組織・機構づく

り

qサービスのあり方の改善…公共施設の開館時間等見直しなどサービスの充実を図る。

w地方分権を生かしたサービス…きめ細かなサービスを実現する。

eOA化・IT化の推進…庁内情報の共有化を進めて合理化や迅速化を計り、IT技術を利用し

た住民サービスの充実を図る。

q民間委託等の推進…指定管理者制度導入推進等。

w施策の選択…現在の施策の必要性を見極め、事務事業の廃止や規模の縮小等を検討。

e政策･事務事業評価…政策･事務事業のあり方を評価するシステムを検討。

q計画的･効果的な財政運営…限られた財源の効果的な活用を図る。

w自主財源の確保…徹底した収納率の向上を図る、使用料や手数料の見直し検討など。

e透明で公正な財政運営…企業会計的手法の導入を検討。

r公営企業の経営健全化…水道事業、下水道事業、索道事業の効率的な運営を図る。

t外部団体等の経営改善…第3セクター、公益法人などの効率的な運営を図るよう要請。

y経費の節減と事務の効率化…コスト意識の徹底、経費削減を図る。

u給与等の見直し…職員の能力や仕事の成果を重視した給与制度の検討。

q組織機能強化…縦割り行政体質の払拭。

w職員の定数管理と人事管理制度の見直し…計画的な定数管理、適材適所人事配置等の検討。

e人材の育成…高い能力、幅広い視点やコスト感覚を備えた人材の育成。

r職員の意識や意識改革を促す職場づくり…職員の仕事への意欲を高めるような取組みの

検討。

t組織の見直し…効果的なサービスを提供するため、継続的に組織の見直しを図る。

表 1 行政改革大綱基本枠組み


